




























































































































































































































成長会計分析にはStandard PrimalGrowth AccountingとDualApproach to Growth Ac－
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countingがあり、いずれも残差としてTFP成長率を求める。前者は経済成長を生産投入量の増加
率とTFP成長率とに分析するものであるに対して、後者は生産額と生産投入所得の会計が一致す
ることを用いて、経済成長を生産要素投入量の増加率と生産要素価格の変化率とに分解し、生産要
素価格の変化率からTFP成長率を求める。この論文では、旧ユーゴスラビアの国々における生産
投入価格のデータは入手不可能であったことから、前者に基つく推計を行った。
1990年代初頭、旧ユーゴスラヴィアの国々は様々な市場主義政策を用いながら経済の改善を推し
進めていった。市場中心の経済への移行は全要素生産性（TFP）の上昇を伴うものでなければな
らない。全要素生産性は経済成長をもたらす要因のうち説明できない部分を指し、多くの要田を含
む。そこには、教育水準の高い労働者や労働条件の改善、産業の効率的な組織化、規模の経済、そ
して多くの場合には技術変化が含まれる。マクロ経済の安定化や構造改革の導入が達成されると、
全要素生産性の増加率が高くなるように資源がより生産性の高い部門に再配分され、投資率が低く
とも急速な経済成長が可能となる。このような状況が実際に発生したのかどうかを検証するため、
旧ユーゴスラヴィアの国々に関して、移行過程の前後での全要素生産性増加率を計測した。すなわ
ち、1952年から2006年までの旧ユーゴスラヴィア5カ国における全要素生産性増加率の年平均を推
定し、移行過程において経済成長の主な要因が変化したことを見出した。
セルフマネージメント・システムの下では、5カ国全てにおいて全要素生産性の増加率が非常に
高く、経済成長への寄与度は約30％であった。この時期における経済成長の主な要田は労働の増加
であり、経済成長への寄与度は約50％であった。そして残り約20％は資本の増加によって寄与され
た。
1990年代前半、5カ国はいずれも紛争の影響を受け、同時に移行過程に直面していた。そのため、
全要素生産性だけでなく投資や雇用が著しく落ち込み、経済成長率はマイナスとなった。しかしな
がら、移行過程の後半には経済成長率と全要素生産性増加率は回復した。予想に一致して、この時
期の全要素生産性による経済成長への寄与度は、セルフマネージメント・システムの時期に比べて
倍になっていた。本章の主な結論は、移行過程における全要素生産性の増加率はそれ以前のそれよ
りも大きいということである
年次データのみを用いることには、生産における短期変動の影響を受ける可能性があるという問
題がある。設備稼働率がビジネス・サイクルにしたがって変動するため、全要素生産性の短期変動
と経済成長の長期的要素、特に技術変化に関連する変動とは区別することが望ましいと一般的には
考えられている。年次データによって推定された全要素生産性の増加はビジネス・サイクルの影響
を受けやすく、そのため、ビジネス・サイクルによって生じた変化と実際の全要素生産性の変化を
区別することは困難である。これらの理由から、本研究では5年平均のデータを用いて推計を行い、
前述と同様の結果を得た。すなわち、セルフマネージメント・システムの時期において全要素生産
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性の増加は正であったが、移行期の後半における全要素生産性の増加はそのおよそ倍であった0こ
のことは、移行過程は生産の組織化を改善し、利潤優先の行動とより良い労働条件をもたらしたこ
とを意味している。
第5章　オーナー経営者の民営化
第5章においては、民営化の問題を明らかにする0最近、経済学者は民営化についていろいろな
議論をしている。民営化は現在でも将来的にも重要なテーマである0急速な民営化が経済に必ずプ
ラスの影響をもたらすかどうかは、あまり明確ではない0重要な問題は民営化はなぜ必要か、であ
る。移行経済の民営化は1990年代初頭に開始された0民営化は共産主義から市場経済へ移行する国
々の移行戦略の一番重要なポイントである。これら移行経済諸国において、民営化は中央集権制か
ら地方分権化による市場中心経済への変化の一部として必要であった。民営化は変化の過程におい
て最も重要かつ最も困難な要素であった。移行経済に関する実証研究によって、競争市場の改善や
経済成長にとってと同様に、企業の再構築にとっては民営化だけでなくその方法が非常に重要で
あることが明らかにされている。移行国における民営化にはいくつかの方法がある0すなわち、売
却、経営者や労働者の企業買取（MEBO）、バウチャー制（一般大衆民営化、クーポン民営化）で
ある。
ボスニア．ヘルツェゴビナではバウチャー制による民営化が行われたが、その結果は経営者や労
働者の救済措置（MEBO）、つまり旧国営企業の経営者を変えない場合と同じである0そのため、
この方法による経営者の行動の変化を理論的に説明し、国営企業よりもより結果を得ることができ
るか否かを検証することが必要となる。
国営企業と民間企業の経営目的は違う。民間企業では利潤最大化目的を経営者に課す0国営企業
の目的は失業者の問題か環境問題などである、その企業の利益だけではなく、一国全体の利益を考
えることもある。すべての民営化のメリットを理論的に考えるのは難しいが、理論的に整理して考
えると、国営企業と民間企業の違いは、企業の所有者は政府（まだ地方自法体）ないし民間という
点に見ることできる。すべての条件について契約ができる場合には、両者に違いはない0しかし、
現実はそのような状態にはない。その上に、民営化の議論をするために観察できない条件もとづく
契約できないという考えは必要である。企業の情報が私的であると考えたら、国営と民間企業の違
いが出てきて、民営化のメリットを説明することができる。
民営化の問題に答えるためには、所有者が政府であることがどのような影響をもつのかを厳密を
考える必要がある。たとえ所有者が政府であっても、民間企業とまったく同じ情報に基づく同じ契
約しておけば、経営者はその契約の下で働くので、民間企業の場合とまったく同じ行動をとる0そ
のときには、民営化のメリットはまったくない。しかし、現実にはそのような対応を国営企業がで
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きるとは考えにくく、したがって民営化を議論するためには、契約に際して何らかの観察できない
情報が契約当事者の一方にある世界を想定する必要がある。
本章では、政府と国営企業経営者の間に契約にあたり、観察できない情報問題がない場合、政府
にとって最善の方法は企業を保有し続けることであることを理論的に証明している。しかし、その
ような観察できる情報が重要な場合民営化の場合と国営の場合とにおける政府の期待報酬を比較す
ることによって、オーナー経営者にとっては民営化の利益がより大きくなる場合があることを明ら
かにしている。民営化によって、経営者は利潤志向となり、より働こうとする。さらに、期待され
る生産水準を達成できなければ政府は生産補助金を削減したり廃止したりする可能性があり、その
場合、企業は倒産しオーナー経営者の利益はゼロとなる。経営者がこのように自己にとって好まし
くない状況を認識していれば、民営化の下で最大限の努力をすると考えられる。
Schmidt（1996）の二つの効率の議論は、生産性の効率（productive efficiency）は国営企業よ
り民間企業で生産は最も達成されるとしている、なぜならば経営者と労働者はもっと良い刺激を受
ける。企業のオーナーは企業の内部情報を安く得ることができる。国営企業の場合、政府は全ての
情報を持っていれば困ったときに補償金を出すことでき、その時経営者の努力は少なくなる。民営
化の場合は、経営者の努力を引き出すメリットとなる。配分上の効率（allocative efficiency）は
民間企業より国営企業の方が国にとって良い生産水準を選べる。民間企業の場合その企業の利潤が
最大になるように生産を決める。この章では、経営者が努力する可能性は高いと政府が信じている
ほど、民営化後の政府の利得はより大きくなることが明らかになる。すなわち、生産性効率と配分
性の効率は民営化の後で高くなる。この点で、国営ならば政府は常におよそ効率的な生産水準を選
択することができるとするシュミット（Schmidt）の論文と本研究は異なる。
このモデルによって、経営状態（世界、自然）が良い状況にある中では、民営化によって国営の
場合よりも生産水準は高くなることが明らかになる。だが、世界が悪い状況にあれば、国営の場合
よりも生産水準が低くなる可能性がある。本章のモデルから得られる結論は、民営化によって経営
者は利潤志向となり、常に最も効率的な生産水準を選択するということである。このことは民営化
が国営よりも好ましいものであることを意味している。
第6章　論文の結論
第6章では第2章から第5章のまとめが述べられる。これまでのすべての前章の基礎をなす、日
本の経験からの教訓、他の移行国々の経験や旧ユーゴにおける経験、理論的モデルの例などを考え
ると、ワシントン・コンセンテンスによる勧告が、ボスニアの経済成長にとって有効であるが、第
5章の前半のモデルが示すように重要な例外もあることを結論とする。
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論文審査結果の要旨
本論文はボスニア・ヘルツェゴビナでの過去の経済発展を分析し、今後の経済政策のあり方を検
討することを目的としたものである。ボスニア・ヘルツェゴビナでは経済が発展途上であるととも
に計画経済から市場経済への移行過程にあり、さらに戦後の復興過掛こあるため、その経済政策は
複合的な課題に迫られている。これを踏まえ、論文ではまず類似の課題に迫られた第二次世界大戦
後の日本との経済政策の比較検討を政策分野ごとに記述的に行い、先行研究での結論と異なり、対
外経済関係、市場規模、政府の安定度の違いから、日本で採られた貿易・産業政策は効果を挙げな
いことを示した。次に移行経済諸国での市場化が経済成長に与える影響を計量経済学的に検証した。
これにあたり、既存研究で行われていない政策分野ごとの市場化指標を用いた分析を行い、中小企
業活動の自由化は移行段階を問わず重要であるが、大企業民営化の効果は有意でないことを示した。
また、市場化がより進んだ移行経済諸国においても、資本・労働が重要な成長要因である市場経済
での通常の様態が観察される段階に至っていないことを見出した。一方で、経済成長において重要
な役割を果たす生産性の上昇について、旧ユーゴスラビア時代までさかのぼって検証し、その時代
のうち市場化の試みが行われた時期に生産性上昇率が高いこと、移行経済期では、戦争後に生産性
上昇が回復していることを統計的に示した。最後に、国営企業民営化の方法についてミクロ経済モ
デルを用いて分析し、ボスニア・ヘルツェゴビナで採用されたバウチャー制度のように経営者と所
有者が一致する場合には、先行研究で扱われたそうでない場合に比べ、民営化のメリットが大きく
なるとの結論を得た。
本論文ではボスニア・ヘルツェゴビナの政策を一国のみでなく国際比較や過去との歴史的比較の
上で分析している点、記述的な分析、計量経済学による実証的な分析、ミクロ経済理論の応用など
多様な分析能力が示されている点、それらの分析から上述のような新たな知見が得られた点が評価
に値し、広い視野と幅のある研究能力が示されている。また論文は英語で書かれており、一部に文
章の不備、説明不足はあるものの、日本語能力と合わせて著者の語学力も評価される。
以上のように本論文は論文執筆者が自立して研究活動を行うに必要な高度の研究能力と学識を有
することを示している。よって、本論文は、博士（国際文化）の学位論文として合格と認める。
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